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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｃｒを０．３～１．５質量％、Ｚｒを０．００５～０．４質量％含有し、さらに、Ｓｎ
：０．１～０．６質量％、Ａｇ：０．００５～０．３質量％、Ｍｇ：０．０５～０．４質
量％、Ｉｎ：０．１～０．８質量％、およびＳｉ：０．０１～０．１５質量％からなる群
から選ばれる少なくとも１種を含有し、残部がＣｕと不可避不純物からなる組成を有し、
溶体化処理を兼ねる熱間加工処理を施して得られた銅合金線材を複数本撚り合わせた後に
３００～５５０℃で１分～５時間時効熱処理を施してなる配線用電線導体であって、
　引張強さが４００ＭＰａ以上６５０ＭＰａ以下、破断時の伸びが７％以上、導電率が６
５％ＩＡＣＳ以上、０．２％耐力と引張強さの比が０．７以上０．９５以下であり、かつ
加工硬化指数が０．０３以上０．１７以下であることを特徴とする、配線用電線導体。
【請求項２】
　前記銅合金線材の組成が、前記Ｓｎ：０．１～０．６質量％、Ａｇ：０．００５～０．
３質量％、Ｍｇ：０．０５～０．４質量％、Ｉｎ：０．１～０．８質量％、およびＳｉ：
０．０１～０．１５質量％からなる群から選ばれる少なくとも１種をこれらの含有量の合
計として０．００５～０．８質量％含有することを特徴とする、請求項１に記載の配線用
電線導体。
【請求項３】
　前記銅合金線材の組成が、さらにＺｎを０．１～１．５質量％含有し、残部がＣｕと不
可避不純物からなることを特徴とする、請求項１または請求項２に記載の配線用電線導体
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。
【請求項４】
　請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の配線用電線導体を製造する方法であって、
前記組成を有する銅合金に溶体化処理を兼ねる熱間加工処理を施し、所定の線径に伸線加
工して得た銅合金線材を複数本撚り合わせ、さらに圧縮した後、３００～５５０℃で、１
分～５時間時効熱処理を行うことを特徴とする配線用電線導体の製造方法。
【請求項５】
　前記伸線加工における伸線加工度ηを、前記溶体化直後の材料の断面積をＡ０、前記時
効直前の材料の断面積をＡ１とし、η＝ｌｎ（Ａ０／Ａ１）で表したとき、ηの値が５以
上であることを特徴とする、請求項４に記載の配線用電線導体の製造方法。
【請求項６】
　請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の配線用電線導体に、絶縁被覆が施されてい
ることを特徴とする、配線用電線。
【請求項７】
　請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の配線用電線導体の銅合金線材として用いら
れる銅合金素線であって、請求項１～請求項３のいずれかに記載の組成を有してなり、そ
の電気抵抗率が完全に溶体化を行った時の電気抵抗率の７０％以上であることを特徴とす
る、銅合金素線。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、電気・電子機器等の配線用電線導体およびこれを用いた配線用電線に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来、自動車、ロボット、電気・電子機器等の配線用電線の導体として、主にＪＩＳ　
Ｃ　３１０２に規定される電気用軟銅線、またはこれに錫めっき等を施しためっき線を撚
り合わせて撚線とし、この撚線に塩化ビニル、架橋ポリエチレン等の絶縁体を被覆した電
線（被覆電線）が使用されてきた。
【０００３】
　これらの電線を機器と接続する場合、通常、圧着端子と呼ばれる端子を電線と圧着接続
し、電線に接続された圧着端子を機器と接続する。なお、圧着接続とは、端子材で電線を
包み込み（または挟み込み）、かしめを行って接続する方法である。
【０００４】
　圧着による接続状態を評価する方法として、ＪＩＳ　Ｃ　５４０２（電子機器用コネク
タ試験方法）にある「圧着コンタクトの引張強度」に基づいて試験する方法がある。これ
は、電線と圧着端子を接続後、それぞれの両端を掴んで引張試験を行い、破断が生じる時
の強度を測定するものである。一般に圧着部はかしめにより導体の断面積がかしめ前より
２～３割小さくなっており（以下、かしめにより導体の断面積が減少した割合を「断面減
少率」とする）、圧着部における導体の強度の絶対値は低下している。このため、破断は
通常かしめ部分で生じる。
【０００５】
　ところで、例えば自動車配線回路においては、制御等の電子化が進み、使用する電線の
本数が増加し、これに伴い電線の総重量も増加してきた。一方、省エネルギの立場からは
、自動車重量の軽減化が要求されるようになってきた。そして、その対策の一つとして、
電線導体の細径化による電線の総重量の軽減化が求められている。
【０００６】
　しかしながら、従来の電線導体を構成する前述の軟銅線は、通電容量には十分余裕があ
るにもかかわらず、電線導体自体の機械的強度が弱いため細径化することは困難であった
。軟銅線の圧着強度は、かしめにより導体の断面積が低下しても、導体自身が加工硬化す
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る余地があるため、圧着部の強度が未圧着部の強度とほぼ同等であり圧着強度の安定性は
高いが、軟銅であるため強度そのものが低いという問題が大きい。
【０００７】
　そこで、圧着部の機械的強度の向上策として、たとえば銅合金の硬質材の使用が検討さ
れている（特許文献１参照）。また、耐屈曲性に優れ、圧着端子部における引張りによる
断線を減少させる銅合金線として時効析出型の銅合金（Ｃｕ－Ｎｉ－Ｓｉ系：いわゆるコ
ルソン合金）の使用が検討されている（特許文献２参照）。さらに、時効析出型の銅合金
線の特性向上の検討も進んでいる（特許文献３～４参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００８－０１６２８４号公報
【特許文献２】特開平３－１６２５３９号公報
【特許文献３】特開２００８－２６６７６４号公報
【特許文献４】特開２００８－０８８５４９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ところで、特許文献１に記載された銅合金の硬質材による電線導体は、それ自身の加工
硬化がほぼ飽和していると考えられる。この場合には、圧着端子を電線導体に接続する際
のかしめによる断面積低下により電線導体の圧着部における絶対強度が低下するため、安
定した圧着強度が得られないおそれがある。また、硬質であるため伸びが無く、衝撃力が
付与された時に断線しやすい。さらに屈曲性について、振動等による低歪での疲労特性は
優れるが、配索時等に付与される高歪の繰り返し曲げに対し破断するおそれがある。
　特許文献２に記載された時効析出型銅合金（コルソン合金）の電線導体は、伸び率が高
く圧着強度、衝撃強度に優れ、信号回路用の電線には使用できるが、ヒューズ回路を使用
する様な電力用の電線に用いるには導電率が低いという問題がある。
　また、特許文献３には、連続鋳造圧延法により銅合金の荒引線を得るに際して高温で焼
入れすることが記載され、特許文献４には銅合金線を時効熱処理することが記載されてい
るが、電線導体のさらなる特性向上のためには、特許文献３～４に記載された技術以外の
技術事項についても詳細な検討が必要となっている。
【００１０】
　このような問題に鑑み、本発明はなされたものである。本発明は、例えば自動車内の電
力用電線に使用できる程度の高い導電性を有し、強度および伸びが高く、さらに端子圧着
強度、衝撃破断強度および屈曲性に優れる配線用電線導体、ならびにその配線用電線導体
の製造方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは鋭意検討した結果、特定の組成の時効析出型銅合金を用いて、前記課題を
解決する銅合金線材を製造し得ることを見出し、さらにこれを撚り合わせた配線用電線導
体として、０．２％耐力と引張強さとの比を０．７以上０．９５以下、加工硬化指数を０
．０３以上０．１７以下とし、また、溶体化後の加工率を適切な条件としたうえで、最終
工程で行う時効焼鈍（熱処理）にて、上記配線用電線導体を再現性よく得ることができる
ことを見出した。
【００１２】
　すなわち、本発明は、以下の手段を提供するものである。
（１）Ｃｒを０．３～１．５質量％、Ｚｒを０．００５～０．４質量％含有し、さらにＳ
ｎ：０．１～０．６質量％、Ａｇ：０．００５～０．３質量％、Ｍｇ：０．０５～０．４
質量％、Ｉｎ：０．１～０．８質量％、およびＳｉ：０．０１～０．１５質量％からなる
群から選ばれる少なくとも１種を含有し、残部がＣｕと不可避不純物からなる組成を有し
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、溶体化処理を兼ねる熱間加工処理を施して得られた銅合金線材を複数本撚り合わせた後
に３００～５５０℃で１分～５時間時効熱処理を施してなる配線用電線導体であって、引
張強さが４００ＭＰａ以上６５０ＭＰａ以下、破断時の伸びが７％以上、導電率が６５％
ＩＡＣＳ以上、０．２％耐力と引張強さの比が０．７以上０．９５以下であり、かつ加工
硬化指数が０．０３以上０．１７以下であることを特徴とする、配線用電線導体。
（２）前記銅合金線材の組成が、前記Ｓｎ：０．１～０．６質量％、Ａｇ：０．００５～
０．３質量％、Ｍｇ：０．０５～０．４質量％、Ｉｎ：０．１～０．８質量％、およびＳ
ｉ：０．０１～０．１５質量％からなる群から選ばれる少なくとも１種をこれらの含有量
の合計として０．００５～０．８質量％含有することを特徴とする、前記（１）に記載の
配線用電線導体。
（３）前記銅合金線材の組成が、さらにＺｎを０．１～１．５質量％含有し、残部がＣｕ
と不可避不純物からなることを特徴とする、前記（１）または前記（２）に記載の配線用
電線導体。
（４）前記（１）～（３）のいずれかに記載の配線用電線導体を製造する方法であって、
前記組成を有する銅合金に溶体化処理を兼ねる熱間加工処理を施し、所定の線径に伸線加
工して得た銅合金線材を複数本撚り合わせ、さらに圧縮した後、３００～５５０℃で、１
分～５時間時効熱処理を行うことを特徴とする配線用電線導体の製造方法。
（５）前記伸線加工における伸線加工度ηを、前記溶体化直後の材料の断面積をＡ０、前
記時効直前の材料の断面積をＡ１とし、η＝ｌｎ（Ａ０／Ａ１）で表したとき、ηの値が
５以上であることを特徴とする、前記（４）に記載の配線用電線導体の製造方法。
（６）前記（１）～（３）のいずれかに記載の配線用電線導体に、絶縁被覆が施されてい
ることを特徴とする、配線用電線。
（７）前記（１）～（３）のいずれかに記載の配線用電線導体の銅合金線材として用いら
れる銅合金素線であって、前記（１）～（３）のいずれかに記載の組成を有してなり、そ
の電気抵抗率が完全に溶体化を行った時の電気抵抗率の７０％以上であることを特徴とす
る、銅合金素線。
 
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の配線用電線導体は、Ｃｒを０．３～１．５質量％、Ｚｒを０．００５～０．４
質量％含有する組成の銅合金線材が複数本撚り合わされてなり、引張強さが４００ＭＰａ
以上６５０ＭＰａ以下、破断時の伸びが７％以上、導電率が６５％ＩＡＣＳ以上、０．２
％耐力と引張強さの比が０．７以上０．９５以下であり、かつ加工硬化指数が０．０３以
上０．１７以下であるため、線材の細径化が可能であるとともに導電性に優れ、さらに端
子圧着強度、衝撃破断強度および屈曲性に優れる。
　また、本発明の配線用電線導体の製造方法によれば、上述の優れた物性を有する配線用
電線導体を製造できる。
　本発明の配線用電線は、導体の細径化により電線重量を低減することができ、自動車お
よびロボット用その他の電線として好適である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の配線用電線導体に用いられる銅（Ｃｕ）合金線材の好ましい実施の態様につい
て、詳細に説明する。まず、各合金元素の作用効果とその含有量の範囲について説明する
。
【００１５】
　クロム（Ｃｒ）は、マトリクス中に析出物を形成することで銅合金の強度を向上させる
ために含有する元素である。Ｃｒの含有量は０．３～１．５質量％であり、０．５～１．
４質量％であることが好ましい。Ｃｒ量が少なすぎるとその析出硬化量が小さく強度が不
足する。多すぎても効果が飽和するため強度向上は望めない。
【００１６】
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　ジルコニウム（Ｚｒ）は、クロム（Ｃｒ）と同様、マトリクス中に析出物を形成するこ
とで銅合金の強度を向上させるために含有する元素である。Ｚｒの含有量は０．００５～
０．４質量％であり、０．０１～０．３質量％であることが好ましい。Ｚｒ量が少なすぎ
るとその析出硬化量が小さく、強度向上への寄与が見られない。多すぎても効果が飽和す
るためそれ以上の強度向上は望めない。
【００１７】
　また、本実施態様の配線用電線導体に用いられる銅合金線材は、スズ（Ｓｎ）、銀（Ａ
ｇ）、マグネシウム（Ｍｇ）、インジウム（Ｉｎ）、ケイ素（Ｓｉ）の少なくとも１種を
それぞれ前記含有量で含有することが好ましい。これらの元素は強度を向上させるという
点で類似の機能を有しているものである。含有させる場合には、Ｓｎ、Ａｇ、Ｍｇ、Ｉｎ
、Ｓｉの中から選ばれる少なくとも１種を、合計量として０．００５～０．８質量％含有
させることが好ましく、０．０１～０．７質量％含有させることがより好ましい。
【００１８】
　Ｓｎは銅に固溶し、格子を歪ませることで強度を向上させることができる。ただし、Ｓ
ｎの含有量が多すぎると導電率が低下する。よって、Ｓｎを添加する場合の好ましい含有
範囲は０．１～０．６質量％であり、０．２～０．５質量％であることがさらに好ましい
。
　Ａｇは強度を向上させる。Ａｇ含有量が少なすぎるとその効果が充分に得られず、多す
ぎると特性上に悪影響はないもののその効果が飽和し、コスト高になる。これらの観点か
ら、Ａｇを含有させる場合の含有量は０．００５質量％～０．３質量％とすることが好ま
しく、０．０１～０．２質量％とすることがより好ましい。
　Ｍｇは銅に固溶し、格子を歪ませることで強度を向上させることができ、また加熱時の
脆化を防ぎ熱間加工性を改善する効果もある。Ｍｇを添加する場合の好ましい含有範囲は
０．０５～０．４質量％であり、０．１～０．３質量％であることがさらに好ましい。
　Ｉｎは銅に固溶し、格子を歪ませることで強度を向上させることができる。ただし、Ｉ
ｎの含有量が多すぎると導電率が低下する。よって、Ｉｎを添加する場合の好ましい含有
範囲は０．１～０．８質量％であり、０．２～０．７質量％であることがさらに好ましい
。
　Ｓｉは銅に固溶し、格子を歪ませることで強度を向上させることができる。ただし、Ｓ
ｉの含有量が多すぎると導電率が低下し、さらにＣｒと化合物を形成し析出硬化に寄与す
るＣｒ量が減少する。よって、Ｓｉを添加する場合の好ましい含有範囲は０．０１～０．
１５質量％であり、０．０５～０．１質量％であることがさらに好ましい。
【００１９】
　さらに、本実施態様の配線用電線導体に用いられる銅合金線材においては、亜鉛（Ｚｎ
）を含有することが好ましい。Ｚｎは、加熱による銅合金線材と半田との密着力低下を防
止する効果を有する。本発明において、Ｚｎを含有させることにより、銅合金線材を他の
導体等と半田接合した際の界面の脆化を著しく改善する。本発明におけるＺｎの含有量は
、０．１～１．５質量％が好ましく、０．２～１．３質量％であることがさらに好ましい
。Ｚｎ含有量が少なすぎると前記効果が見られず、含有量が多すぎると導電率が低下する
場合がある。
【００２０】
　ここで、本実施態様の配線用電線導体に用いられる銅合金線材の機械的特性について述
べる。
【００２１】
　本実施態様の配線用電線導体に用いられる銅合金線材は時効析出型の合金で構成される
。銅合金線材は例えば以下のようにして得られる。まず、合金原料を溶解鋳造して鋳塊ま
たはビレット等を形成し、この鋳塊またはビレット等を熱間加工して（または合金原料を
連続鋳造圧延して）銅合金素線を得る。次に、この銅合金素線に冷間加工を施し、溶体化
を行った後に所定の直径（線径）に伸線加工して銅合金線材とし、得られた銅合金線材を
複数本撚り合わせ、必要により所定の撚線径まで圧縮した後で、時効熱処理を行う。
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　すなわち、本明細書において、銅合金線材とは伸線加工後の状態を指し、銅合金素線と
は伸線加工前の状態を指す。銅合金素線の直径は、１ｍｍ～２０ｍｍとすることが好まし
い。なお、溶体化は、熱間加工または連続鋳造圧延と同時に行い、工程を省略することも
できる。また、冷間加工は省略することもできる。
【００２２】
　銅合金線材の線径は、前述の諸特性（導電性、強度、伸び、端子圧着強度、衝撃破断強
度および屈曲性等）を満足しやすくする観点で、０．０５～０．３ｍｍとすることが好ま
しく、０．１～０．２ｍｍとすることがより好ましい。
　本発明の配線用電線導体は、銅合金線材を複数本撚り合わせた撚線であるが、撚り合わ
される銅合金線材の本数には特に制限はなく、通常、３～５０本の銅合金線材を撚り合わ
せる。
　時効熱処理では、Ｃｒ、Ｚｒによる析出が生じ、強度の向上および導電率の向上が見ら
れるが、同時に伸線加工で導入された歪の開放が生じるために引張強さ（Ｔ）に対する０
．２％耐力（Ｙ）の割合（これをＹ／Ｔ比と呼ぶ）が低下する。なお、Ｙ／Ｔ比が低下す
る時効熱処理条件は伸線加工度により異なる。例えば、３００～５５０℃で１分～５時間
保持することで、Ｙ／Ｔ比が適切な値の銅合金線材が得られる。
　本発明において時効熱処理は、走間加熱での短時間での時効熱処理（例えば、１分～３
０分、４００℃～５５０℃）で行なってもよい。あるいは、バッチ式の時効熱処理（例え
ば、１時間～５時間、３００℃～５００℃）で行なってもよい。いずれの場合でも、前記
所定のＹ／Ｔ比を達成するように時効熱処理条件を調整すればよい。
【００２３】
　このＹ／Ｔ比が０．７未満となるような時効熱処理条件では、過時効により強度が低下
しており、電線として使用するのに適さない。Ｙ／Ｔ比が０．７～０．９５、好ましくは
０．７２～０．９３では、端子圧着時の導体自身の加工硬化が大きいために、圧着部の強
度低下が少ない。また、Ｙ／Ｔ比が０．９５を超える条件では歪の解放が不十分であるた
め圧着時の導体自身の加工硬化が小さく、時効熱処理上がりの強度が低くなるような成分
や製造工程となった場合に圧着部の強度低下が大きくなる。
【００２４】
　次に、配線用電線導体としての特性について述べる。圧着時の断面減少率については、
大きすぎるとＹ／Ｔ比にかかわらず絶対強度の低下が大きくなる傾向があるため、好まし
くは４０％以下、より好ましくは３０％以下である。また、小さすぎると端子のかしめ部
より導体部が抜けやすく、本来の目的である電気的な接合が不十分となるため、好ましく
は５％以上、より好ましくは１０％以上である。
【００２５】
　本実施態様の配線用電線導体は、材料（銅合金素線）を伸線加工後、撚線工程を経たも
のが基本的な態様であるが、時効熱処理は撚線工程の前後のいずれで実施しても良い。ま
た、撚線工程後に圧縮工程を追加しても良い。この場合時効熱処理は圧縮工程の前後のい
ずれで実施しても良いが、圧縮工程前に実施した場合には、圧着の断面減少率は圧縮にお
ける断面減少も含めて４０％以下となるようにすれば良い。
【００２６】
　また、加工硬化指数（以下、ｎ値と呼ぶ）は加工性を表す値であり、降伏点以上の塑性
域における応力σとひずみεとの関係（曲線）をσ＝Ｃεｎ（Ｃは係数）で近似させた時
の指数ｎのことである。このｎ値が大きい方が歪の分布が平均化されやすい。本発明では
、鋭意検討の結果、本合金系においては、上記Ｙ／Ｔ比が０．７～０．９５の範囲を満た
し、ｎ値が０．０３～０．１７の時に優れた圧着強度が得られることがわかった。
【００２７】
　また、溶体化された材料（銅合金素線）を伸線加工して時効熱処理するまでの条件とし
て、伸線加工における伸線加工度ηを、前記溶体化直後の材料の断面積をＡ０、前記時効
直前の材料の断面積をＡ１とし、η＝ｌｎ（Ａ０／Ａ１）で表したとき、ηの値が５以上
であることが好ましい。より好ましくは、ηの値が６以上１１以下である。なお、ηの値
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が３以下になると、導電率、伸びおよび衝撃破断荷重が低下する傾向がある。
【００２８】
　また、材料（銅合金素線）の溶体化は十分に行う必要があるが、一般に完全に溶体化を
行うのに必要な温度は材料（銅合金素線）の融点に近いため、工業的に完全に行うのは困
難である。また、溶体化熱処理を行う際の材料（銅合金素線）の線径が太い場合には、溶
体化後の冷却時に材料中心部の冷却が遅れることで析出が生じ、溶体化が不完全になる。
そこで、本発明では溶体化の度合いについては、以下の様にすれば良い。
【００２９】
　すなわち、溶体化後の電気抵抗率をρ、完全に溶体化を行った時の電気抵抗率をρFULL

とした時、ρ／ρFULL（これを溶体化率と呼ぶ）の値を０．７以上、好ましくは０．７５
以上とする。溶体化率が小さすぎると、後で行う時効熱処理で析出が十分に生じず、強度
が得られない。なお、溶体化を行った時の電気抵抗率は、その後上記の伸線加工を行って
もほとんど変化しない。
【００３０】
　従って、本発明の材料が、例えば、直径５ｍｍ、２．６ｍｍ、１ｍｍなどの銅合金素線
である場合には、銅合金素線の電気抵抗率が完全に溶体化を行った時の電気抵抗率の０．
７倍以上であれば、銅合金素線を所定の直径の銅合金線材となるように伸線加工した後に
時効熱処理を行うことで、前述の特性が得られる。
【００３１】
　なお、溶体化後の素線に複数回の伸線加工を行って銅合金線材を得る場合には、複数回
の伸線加工の加工度の合計が５以上となるようにすればよい。また、複数回の伸線加工は
続けて行う必要はなく、例えば出荷元で伸線加工した後に出荷し、出荷先でさらに伸線加
工して銅合金線材を得て、これを時効熱処理するようにしてもよい。
【００３２】
　本発明において、素材の製造方法に制約は無い。例えば、ビレットの熱間押出、鋳塊の
熱間鍛造、あるいは連続鋳造などの製造方法のいずれでも本発明の配線用電線導体を製造
することが可能である。
【００３３】
　本発明の配線用電線導体は、電線導体として適しているだけでなく、これに絶縁被覆が
設けられた配線用電線としても好適なものとなる。絶縁被覆の材料としては、ポリエチレ
ン、ポリプロピレン等のオレフィン系樹脂またはポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）樹脂等が好ま
しい。また、オレフィン系樹脂に関しては、これらに難燃剤や架橋剤等を添加して難燃性
や機械強度等を高めたものとしてもよい。
【実施例】
【００３４】
　以下に、本発明を実施例に基づきさらに詳細に説明するが、本発明はそれらに限定され
るものではない。
【００３５】
（実施例１）
　表１の合金成分で示される組成の合金を高周波溶解炉にて溶解し、直径２００ｍｍの各
ビレットを鋳造した。次に、溶体化処理を兼ねる熱間加工を施すため、前記ビレットを９
５０℃で熱間押出して、直ちに水中焼入れを行い、直径２０ｍｍの銅合金素線を得た。次
いで前記銅合金素線を冷間にて伸線し、直径０．１７５ｍｍの銅合金線材を得た。前記線
材を７本撚り合わせ、さらに圧縮して断面積０．１３ｍｍ２の撚線（配線用の電線導体）
とした。前記撚線を４００～４５０℃で２時間時効熱処理を行い、さらに絶縁体（ポリエ
チレン）で被覆し、長さ１ｋｍの配線用電線を製造した。
【００３６】
　このようにして得られた各々の配線用電線について、時効熱処理後で絶縁被覆前の撚線
（電線導体）の状態で［１］引張強さ、［２］０．２％耐力、［３］伸び、［４］導電率
、［５］ｎ値の５項目を測定し、被覆後に電線となった状態で、［６］屈曲性（繰返し曲
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１に示す。なお、上記８項目の測定方法は以下の通りである。
【００３７】
（電線導体としての評価）
［１］引張強度
　ＪＩＳ　Ｚ　２２４１に準じて、各３本測定し、その平均値（ＭＰａ）を示した。
［２］０．２％耐力
　ＪＩＳ　Ｚ　２２４１に記載のオフセット法に準じ、０．２％の永久伸びが生じる時の
応力を求めた。３本測定し、その平均値（ＭＰａ）を示した。
［３］伸び
　ＪＩＳ　Ｚ　２２４１に準じて３本測定し、その平均値（％）を示した。
［４］導電率
　四端子法を用いて、２０℃（±１℃）に管理された恒温槽中で、各試料について２本ず
つ測定し、その平均値（％ＩＡＣＳ）を示した。
［５］ｎ値
　上記の引張試験で得られた応力－歪線図を真応力－真歪線図に変換し、その傾きからｎ
値を読み取った。
【００３８】
（電線としての評価）
［６］屈曲性（繰返し曲げ破断回数）
　屈曲性評価は、電線をマンドレルではさみ、線のたわみを抑えるために下端部におもり
を吊るして荷重を掛け、この状態で左右に９０度ずつ折り曲げて破断するまでの折り曲げ
回数をそれぞれの試料について測定した。なお、回数は９０度の曲げ戻しを一回と数えた
。おもりは４００ｇ、マンドレルの直径はφ２５ｍｍ（低歪付与用）およびφ５ｍｍ（高
歪付与用）の２種類を用い、屈曲性を評価した。なお低歪付与において、屈曲回数が３０
００回を超えても破断しなかった場合は試験を中止し、結果を破断無しとした。また、高
歪付与においては屈曲回数が３００回を超えても破断しなかった場合は試験を中止し、結
果を破断無しとした。いずれも、各試料について３回ずつ測定を行い、その最小値を記録
した。
［７］衝撃破断強度
　１ｍの電線の片端を固定、もう片端におもりを取り付け、固定端の位置からおもりを落
下させて破断が生じる時のおもりの重量（Ｎ）を求めることで衝撃破断強度の比較を行っ
た。試験は破断が生じた時のおもりの重量にて３回繰り返し、いずれも破断する時の荷重
を求めた。なお、実用上は、破断荷重が４Ｎ未満であると、配索中に断線する恐れがある
。
［８］端子圧着強度
　電線を圧着端子に接続し、それぞれの両端を掴んで引張試験を行い、破断が生じた時の
強度を求めた。圧着の断面減少率は２０％とした。なお、実用上、圧着強度が５０Ｎ未満
であると、配線時または配線後に断線が生じる可能性が高くなる。
【００３９】
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【表１－１】

【００４０】
　表１の本発明例１～５並びに参考例１～３２、３５～４３、４５および４６は、いずれ
も、引張強さ、伸び、導電率を満足し、Ｙ／Ｔ比は０．７以上０．９５以下、ｎ値は０．
０３以上０．１７以下であって、屈曲性、衝撃破断強度および圧着強度のいずれも実用上
差し支えない値が得られている。
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【００４１】
　（参考例［Ｉ］）
　表１の参考例５、参考例４０、参考例１１、参考例１４、参考例２０および参考例４６
について、圧着の断面減少率を１０、２０、３０、４０％とした時の圧着強度を表２に示
す。
【００４２】
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【表２】

【００４３】
　表２によれば、参考例５、参考例５Ａ－１～５Ａ－３、参考例４０、参考例４０Ａ－１
～４０Ａ－３、参考例１１、参考例１１Ａ－１～１１Ａ－３、参考例１４、参考例１４Ａ
－１～１４Ａ－３、参考例２０、参考例２０Ａ－１～２０Ａ－３、参考例４６、参考例４
６Ａ－１～６Ａ－３のとおり、圧着の断面減少率が増加するにつれ、圧着強度の低下が見
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られるが、いずれも圧着強度として実用上差し支えない５０Ｎ以上の値が得られている。
【００４４】
　（参考例［ＩＩ］）
　表１の参考例４０、参考例１４、参考例２５、参考例４６および参考例３１について、
溶体化を実施する材料の寸法（銅合金素線の直径）を変えることで、加工度ηを１、３、
５、７、９、１１と変化させて断面積０．１３ｍｍ２の電線を製造した。溶体化を実施す
る材料の寸法を変化させた以外は、実施例１と同様とした。得られた電線の特性を表３に
示す。
【００４５】
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【表３】

【００４６】
　表３によれば、ηの値を５、７、９、１１としたとき（参考例４０、参考例４０Ｂ－１
～４０Ｂ－３、参考例１４、参考例１４Ｂ－１～１４Ｂ－３、参考例２５、参考例２５Ｂ
－１～２５Ｂ－３、参考例４６、参考例４６Ｂ－１～６Ｂ－３、参考例３１、参考例３１
Ｂ－１～３１Ｂ－３）には、いずれの特性も満足しているが、ηの値を１としたとき、お
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よび３としたとき（比較例Ｘ１～Ｘ１０）には、導電率、伸び、繰返し曲げ破断回数およ
び衝撃破断荷重が低くなる傾向があり、これらが劣ることがわかった。
【００４７】
　（参考例［ＩＩＩ］）
　表１の参考例４０、参考例１１、参考例１４、参考例２０および参考例４６について、
直径１０ｍｍの素線を７５０～９５０℃で溶体化熱処理を実施することで、溶体化率ρ／
ρFULLを０．５～０．９に変化させて断面積０．１３ｍｍ２の電線を製造した。溶体化率
を変化させた以外は、実施例１と同様とした。得られた電線の特性を表４に示す。
【００４８】
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【表４】

【００４９】
　表４によれば、溶体化率が０．７以上（参考例４０Ｃ－１～４０Ｃ－４、参考例１１Ｃ
－１～１１Ｃ－４、参考例１４Ｃ－１～１４Ｃ－４、参考例２０Ｃ－１～２０Ｃ－４、参
考例４６Ｃ－１～６Ｃ－４）ではいずれの特性も満足しているが、溶体化率が０．７未満
の時（比較例Ｙ１～Ｙ１０）は引張強さ、衝撃破断荷重などの強度や繰返し曲げ破断回数
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、さらに電線圧着後の端子圧着強度が低下して劣っている。
【００５０】
　（比較例１、参考例Ａ～Ｈ）
　表５に比較例、参考例Ａ～Ｈを示す。各比較例、参考例Ａ～Ｈの構成は、以下のとおり
である。
　比較例１～７は、合金組成が本発明の範囲外の例である。
　比較例８～１５は、表１の参考例５および参考例４０について、撚線加工後の時効熱処
理条件を温度５００℃で３０秒間保持に変えることにより、Ｙ／Ｔ比を本発明の範囲より
大きい０．９６に、ｎ値を本発明の範囲より小さい０．０２にし、圧着時の断面減少率を
１０、２０、３０、４０％とした時の例である。
　比較例１６～２３は、表１の参考例１１および参考例２０について、撚線加工後の時効
熱処理条件を温度５７０℃で８時間保持に変えることにより、Ｙ／Ｔ比をそれぞれ本発明
の範囲より小さい０．６９、０．６５とし、ｎ値をそれぞれ本発明の範囲より大きい０．
１９、０．２１として、圧着の断面減少率を１０、２０、３０、４０％とした時の例であ
る。
　参考例Ａ～Ｈは表１の参考例５、参考例４０、参考例１１および参考例２０について、
圧着の断面減少率を５０％、６０％と大きくしたときの例である。
【００５１】
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【表５】

【００５２】
　表５によれば、各比較例、参考例Ａ～Ｈの評価結果は以下のとおりとなった。
　比較例１～７は、合金組成が本発明の範囲外であり、評価したいずれかの点で満足な特
性が得られていない。
　比較例８～１５は、参考例５および参考例４０と比較し、伸び、繰返し曲げ破断回数、
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衝撃破断荷重が劣り、端子圧着強度は断面減少率４０％において５０Ｎを下回っている。
　比較例１６～２３は、参考例１１および参考例２０と比較し、引張強さ、繰返し曲げ破
断回数、端子圧着強度が劣っている。
　参考例Ａ～Ｈは、参考例５、参考例４０、参考例１１および参考例２０と比較し、いず
れも端子圧着強度が劣り、５０Ｎを下回っている。
【００５３】
　（従来例）
　表６に従来例を示す。従来例は以下の工程で製造した。すなわち、表６の合金成分で示
される組成の合金について、前出の特許文献１の段落００３２に記載された方法により連
続鋳造圧延装置にて直径２０ｍｍの荒引き線（銅合金素線に相当）を製造し、次いで冷間
にて伸線し、直径０．１７５ｍｍの素線を得た。前記素線を７本撚り合わせ、さらに圧縮
して断面積０．１３ｍｍ２の撚線を得て、さらに絶縁体（ポリエチレン）で被覆して配線
用電線とした。前記撚線を通電加熱装置で焼鈍（到達温度７００℃、到達時間０．５秒の
熱処理）したものを従来例１および３、焼鈍していないものを従来例２および４とした。
各特性の測定は、前述の［１］～［８］と同じ方法とした。
【００５４】
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【表６】

【００５５】
　表６によれば、各従来例の評価結果は以下のとおりとなった。
　従来例１～４では、引張強さ、伸び、屈曲性、衝撃破断強度、端子圧着強度のうち、少
なくとも１つが劣り、実用的ではないことがわかった。
【００５６】
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　（参考例［ＩＶ］）
　前出の特許文献３の表５および表６に記載のＮｏ．６６、７０、７９の銅合金について
、それぞれ特許文献３の段落００４５、００４８に記載の実施例５および実施例６の方法
で製造し、直径φ６ｍｍの銅合金素線を得た。次いで前記銅合金素線を冷間にて伸線し、
直径０．１７５ｍｍの銅合金線材を得た。前記線材を７本撚り合わせ、さらに圧縮して断
面積０．１３ｍｍ２の撚線とした。なお、この時の伸線加工度ηは７である。前記撚線を
４００～４５０℃で２時間時効熱処理を行い、Ｙ／Ｔ比およびｎ値を本発明で規定する範
囲内となる様な配線用電線導体を得た。また、前記撚線を５００℃で３０秒間または５７
０℃で８時間の時効熱処理を行うことで、Ｙ／Ｔ比およびｎ値が本発明で規定する範囲外
となる様な配線用電線導体を得た。
　また、前記直径φ６ｍｍの銅合金素線について、直径０．０７、０．５または１．３ｍ
ｍに伸線後、それぞれ７本を撚り合わせて撚線とし、上記と同様に時効熱処理を行うこと
で、伸線加工度ηの値を９、５および３と変化させた配線用電線導体を得た。
　得られた電線導体について、本明細書に記載の前記実施例１と同様に絶縁体被覆を行っ
て配線用電線とし、特性を評価した。結果を表７に示す。表７の試料番号に括弧書きで併
記した番号は、特許文献３の実施例に記載の合金Ｎｏ．である。例えば、参考例３３（６
６）とは、参考例３３と同一の合金組成であって、かつ、特許文献３の合金番号６６とも
同一の合金組成を有することを意味する。なお、ηが９、５および３の例は、線径が伸線
加工度７の例とは異なるため、繰返し曲げ破断回数、衝撃破断荷重、端子圧着強度は直接
比較対象とすることができない。よって表７にはこれらの結果は記載していない。
 
【００５７】
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【表７】

【００５８】
　表７から以下のことがわかる。特許文献３に記載の方法に従って製造した素線を用いた
場合、本発明で規定するＹ／Ｔ比、ｎ値、時効前加工度としたとき（参考例３３、参考例
３３Ｄ－１、参考例３３Ｄ－２、参考例３４、参考例３４Ｄ－１、参考例３４Ｄ－２、参
考例４４、参考例４４Ｄ－１、参考例４４Ｄ－２）には、各特性に優れた結果を示したが
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、一方で、Ｙ／Ｔ比およびｎ値を本発明で規定する範囲外としたとき（比較例Ｚ１、Ｚ２
、Ｚ４、Ｚ５、Ｚ７、Ｚ８）には、引張強さ、伸び、繰返し曲げ破断回数、衝撃破断強度
、端子圧着強度の何れかが劣っている。また、ηの値を本発明で規定する範囲外としたと
き（比較例Ｚ３、Ｚ６、Ｚ９）には、伸びが劣っている。これらのことから、特許文献３
に記載の素線の製造方法のみでは、配線用電線導体および配線用電線として満足な特性が
得られないことがわかる。
 
【００５９】
　（比較例２）
　次に別の比較例を示す。前出の特許文献４の表１に記載のＮｏ．１９、２３の銅合金に
ついて、それぞれ特許文献４の請求項３に記載の方法に従い、３５０℃で３０秒間または
６００℃で１２００秒間（２０分間）の走間加熱による時効処理を行った。なお、時効処
理に供する導体は、本明細書に記載の前記実施例１と同様の工程で製造した断面積０．１
３ｍｍ２の撚線とした。結果を表８に示す。表８の試料番号に括弧書きで併記した番号は
、特許文献４の表１に記載の合金Ｎｏ．である。例えば、比較例２４（１９）とは、特許
文献４の合金番号１９と同一の合金組成を有することを意味する。
【００６０】
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【表８】

【００６１】
　表８によれば、上記のように特許文献４に記載の時効熱処理方法としたとき（比較例２
４～２７）には、Ｙ／Ｔ比やｎ値が本発明で規定する範囲外となり、それにより、引張強
さ、伸び、繰返し曲げ破断回数、衝撃破断強度、端子圧着強度の何れかが劣った結果とな
ったことがわかる。
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